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昭和 51 年の調査開始以来，９
回目となる「社会生活基本調査」
が本年 10 月に行われます。時の
流れとともに変化していく人々の
生活について，その実態を明らか
にしようとするものです。人々の
希望に沿ったライフデザインの実
現や，ワークライフバランスを推
進していくため，さらに，少子化
社会や高齢社会への対応のために
も，生活実態の把握は重要です。
また，2020 年東京オリンピック・
パラリンピックの開催を控え，そ
の結果は今後のスポーツや福祉施
策の充実・強化のためにも不可欠
な資料となります。
私たちの生活は時代とともに変
化しています。その変化を捉える
ため，調査事項の見直しが欠かせ
ませんが，今回はスマートフォン
などの情報通信機器の使用に関す
る事項が追加されました。
情報通信機器の普及は，私たち

の生活の中で「時間」と「距離」
を短縮し続けています。
日常生活や仕事の有り様の変
化が進み，時間と距離の概念さ
えも変えてしまうかもしれませ
ん。スマートフォンやパソコン
が私たちの生活に欠かせない
ツールになっている中で，今回
の情報通信機器の使用に関する
調査結果は，極めて重要なもの
になるでしょう。
また，今回の調査で大きな特徴
として挙げられるのが，オンライ
ン調査の拡充です。前回（平成
23 年）の調査で京都府のオンラ
イン回答率は 3.7％でしたが，昨
年の国勢調査では，37％を超える
世帯にオンラインで回答いただき
ました。今回は，スマートフォン
に対応していないことや調査項目
が国勢調査に比べ複雑なことなど
から，国勢調査と同じというわけ
にはいかないと思いますが，でき

るだけ多くの方にオンライン調査
で回答いただきたいと思います。
調査の結果とともにオンライン回
答率にも注目しています。
本年３月には，文化庁の京都へ

の全面的移転が決定されるという
ビッグニュースがありました。中
央省庁の地方への移転は，明治以
来初めてのことで，地方創生のシ
ンボルと呼ぶべきものです。京都
府では国の未来を見据えた京都な
らではの「文化創生」を目指して
います。芸術・文化分野について，
今回の調査でどのような結果にな
るのか，大変注目されるところで
す。
最後に，調査に当たりまして

は，円滑な調査の実施に向けて総
務省を始め関係機関と密接に連携
し，調査員と共に取り組んでまい
りたいと考えています。

京都府企画統計課長 林田　薫

－平成28年社会生活基本調査に向けて－



Ⅰ　公表に向けての基本的な考え方
１　今回調査の狙い
近年，情報通信機器の急速な普及に伴う生活様式の変
化を始め，少子高齢化，就業構造の変化や雇用形態の多
様化等，我が国の社会経済状況が大きく変化する中で，
これらを背景としたワーク・ライフ・バランスの促進など，
国民の健康で豊かな生活に関する政策のニーズは増大し
ています。このような観点から，今回の調査では，①スマー
トフォンなどの情報通信機器の普及による国民の生活時
間への影響，②男女共同参画の実態，③ワーク・ライフ・
バランスの実態を的確に捉えることなどを狙いとしてい
ます。

２　公表内容の特徴
今回調査の結果公表に当たっては，このような調査の
狙いを踏まえて，次のとおり公表内容の充実を図ります。

（１）情報通信機器の普及が生活時間に与えている影響の
分析に資する結果の追加
近年，人々の生活に急速に浸透し，ライフスタイルに
大きな変化をもたらしているスマートフォンやタブレッ
ト端末などの情報通信機器の使用状況，それらの普及が
国民の生活行動，生活時間に与えている影響について新
たに把握することとしています。これにより，スマート
フォンなどの使用目的と時間帯及び１日の使用時間の違
いが生活にどれだけ影響を及ぼしているかなど，その実
態について明らかにします。

（２）子供の保育状況と親の就業形態の関係に関する結果
の見直し
近年，保育園などの施設整備が進められている中，未
就学児を持つ世帯について，子供の保育園等における在
園時間を新たに把握することとしています。これにより，
親の家事・育児・仕事時間と子供の在園時間や親の就業
形態（共働きか否か，フルタイムか短時間勤務かなど）
との関係など，その実態について明らかにします。

本年 10 月 20 日現在で平成 28 年社会生活基本調査を実施します。この調査は，国民の１日の生活時間の配分及び
過去１年間の余暇活動について調査し，国民の社会生活の実態を明らかにすることを目的としています。今月は，今
回調査の公表内容について御紹介します。

平成28年社会生活基本調査　調査結果の公表について

Ⅱ　調査結果の公表内容と時期
調査結果は，調査票の種類及び内容ごとに，順次公表します。

（注１）：１日の生活時間の配分について，行動をあらかじめ決められた分類に当てはめて記入する方式の調査票
（注２）：１日の生活時間の配分について，日誌のように自由に記入する方法の調査票
（注３）：地域別結果では，一部の統計表において都道府県・大都市圏などの結果を掲載します。

調査票の種類 内容 地域（注３） 時期

調査票Ａ
（注１）

生活行動に
関する結果

○過去１年間の余暇活動「学習・自己啓発・訓練」，「スポーツ」，
「趣味・娯楽」，「ボランティア活動」及び「旅行・行楽」に
ついての行動者数，行動者率及び平均行動日数（「旅行・行楽」
を除く。）に関する結果

全国結果・
地域別結果

平成 29 年
７月

生活時間に
関する結果

○生活時間：１日の生活時間における行動の種類別の総平均時
間，行動者平均時間及び行動者率に関する結果

全国結果・
地域別結果

平成 29 年
９月

○時間帯：１日の生活時間における 15 分刻みの時間帯ごとの
行動の種類別行動者率に関する結果（スマートフォ
ン・パソコンなどの使用については３時間刻み）

○平均時刻：１日の生活時間における起床，朝食開始，夕食
開始，就寝，出勤，仕事からの帰宅の時刻別行
動者数（構成比），平均時刻及び行動者率に関す
る結果

調査票Ｂ
（注２）

詳細行動分類に
よる生活時間に
関する結果

○生活時間：１日の生活時間における行動の種類別の総平均時
間，行動者平均時間及び行動者率に関する結果

全国結果
平成 29 年
12 月○時間帯：１日の生活時間における 15 分刻みの時間帯ごとの

行動の種類別行動者率に関する結果
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個人企業経済調査（構造編）の結果を平成 28 年７月 12 日に公表しましたので，その概要を御紹介します。

個人企業経済調査（構造編）平成27年結果の概要

１　事業主の年齢階級別事業所の割合
事業主の年齢階級別事業所の割合を産業別にみると，
最も割合が高い年齢階級は「製造業」，「卸売業，小売業」
及び「宿泊業，飲食サービス業」が 60 ～ 69 歳で，それ
ぞれ 39.4％，29.5％，40.9％，「サービス業」では 70 ～ 79 歳
が 30.6％となりました。（図１）

２　後継者の有無
後継者がいるとした事業所の割合は，「製造業」が
18.2％，「卸売業，小売業」が 20.1％，「宿泊業，飲食サー
ビス業」が 13.7％，「サービス業」が 17.0％となりました。
（図２）

３　パーソナルコンピュータの使用の有無
パーソナルコンピュータを事業で使用している事業
所の割合は，「製造業」が 41.0％，「卸売業，小売業」が
45.6％，「宿泊業，飲食サービス業」が 21.6％，「サービス業」
が 24.1％となりました。（図３）

また，インターネットに接続しているパーソナルコン
ピュータを事業で使用している事業所の割合は，「製造業」
が 35.4％，「卸売業，小売業」が 41.7％，「宿泊業，飲食サー
ビス業」が 18.8％，「サービス業」が 22.5％となりました。
（図３）

４　事業経営上の問題点
事業経営上の問題点として設定している 11 項目（複数
回答）について最も多く挙げているのは，「製造業」，「卸
売業，小売業」及び「サービス業」が「需要の停滞（売
上の停滞・減少）」で，それぞれ 66.9％，76.3％，70.3％，「宿
泊業，飲食サービス業」が「原材料価格・仕入価格の上昇」
で 71.6％となりました。
次に多く挙げているのは，「製造業」が「原材料価格・
仕入価格の上昇」で 42.9％，「卸売業，小売業」及び「サー
ビス業」が「大手企業・同業者との競争の激化」でそれ
ぞれ 45.7％，38.7％，「宿泊業，飲食サービス業」が「需要
の停滞（売上の停滞・減少）」で 63.8％となりました。（図４）
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図４　産業，事業経営上の問題点別事業所の
割合（複数回答）

「個人企業経済調査（構造編）平成 27 年」の詳しい結果につ
いては，次のＵＲＬからダウンロードできます。
http://www.stat.go.jp/data/kojinke/kouzou/pdf/gaiyou.pdf
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図３　産業，パーソナルコンピュータの
使用状況別事業所の割合
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10月18日は「統計の日」，全国で関連行事が開催されます！
統計の日とは
我が国で最初の近代的生産統計である「府県物産表」
に関する太政官布告が公布された明治３年９月 24 日を現
在の太陽暦に換算した 10 月 18 日を「統計の日」として
います。
これは，統計の重要性に対する国民の皆様の関心と理
解を深め，統計調査に対する国民の皆様のより一層の協
力を頂けるようにと，昭和 48 年７月３日の閣議了解で定
められました。
総務省政策統括官（統計基準担当）室では，関係府省，
地方公共団体等と連携し，この「統計の日」を中心として，
国民の皆様に統計の重要性や統計調査への協力をお願い
するための行事を実施しますので，以下に紹介します。
なお，「統計の日」に関する詳細については，ホームペー
ジを御覧ください。
http://www.soumu.go.jp/toukei_toukatsu/index/
seido/stkankyo.htm

統計データ・グラフフェア
平成 28 年 10 月 15 日（土）～ 16 日（日），東京都新宿
区の「新宿駅西口広場イベントコーナー」において，統
計データ・グラフフェアを開催します。
統計データ・グラフフェアでは，統計グラフ全国コン
クールの入選作品を展示するほか，我が国の「統計の日」
の紹介，各府省の統計調査の紹介，各都道府県が誇る統
計データ（例えば「●●県の日本一！」）の展示及び統計
データに関連するパンフレットの配布等を行う予定です。

第 66回全国統計大会
平成 28 年 11 月 16 日（水），国立オリンピック記念青

少年総合センター カルチャー棟大ホール（東京都渋谷区）
において，第 66 回全国統計大会を開催します。
全国統計大会では，国，地方公共団体，統計関係団体
等の統計関係者が一堂に会して，統計功労者に対する各
省大臣表彰，統計グラフ全国コンクール特選受賞者に対
する表彰，「統計の日」標語の特選受賞者に対する表彰及
び我が国の統計の進歩に貢献した方を顕彰する大内賞の
授与を行うとともに，公的統計データを利活用した行政
サービスの改善や行政施策の立案等，統計を利活用した
優れた取組を進める地方公共団体に表彰を行う予定です。

統計グラフ全国コンクール入賞作品の展示会
第64回統計グラフ全国コンクール入選作品の展示会を，
前記の統計データ・グラフフェア及び第 66 回全国統計大
会会場ロビーにて開催します。

地方公共団体等主催の行事
≪地方統計大会・統計功労者表彰式≫
各都道府県では，地方統計大会や統計功労者表彰式が
開催され，統計功労者及び統計グラフコンクール入選者
等の表彰，講演会等が実施されます。なお，各都道府県
の地方統計大会等開催日程は，来月号にて紹介します。
≪統計グラフコンクール入選作品展示会≫
各都道府県の統計グラフコンクール入選作品の展示会
が開催されます。

平成 28年度「統計の日」ポスター
「統計の日」の周知を図り，統計への関心を深めてもら
うため，「統計の日」のポスターを作成し，配布しています。
今年度は約９万枚作成し，各府省，都道府県庁及び市町
村役場の庁舎等のほか，公民館や小中学校等の公共施設
に掲示します。
また，毎年行っている「統計の日」標語の募集におい
て，全国からお寄せいただいた標語 10,404 作品の中から
特選に選ばれました茨城県常陸太田市立太田中学校２年
　塩谷泰成さんの作品「統計の　確かな情報　大きな安
心」をポスターに使用いたしました。
なお，この「統計の日」のポスターのデザインや特選・
佳作に選ばれた標語は，各府省や地方公共団体において，
統計や統計調査に係る知識の普及を目的とした広報物，
刊行物等に使用されるほか，日常使用している封筒等に
も印刷されるなど，幅広く使用される予定です。

平成 28年度「統計の日」ポスター
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「統計」をより身近に感じていただくことを目的として，小学生を対象とした夏休みイベント「子ども統計局見学
デー」を開催しましたので，その概要を紹介します。

子ども統計局見学デーを開催しました！

昨年に引き続き，「子ども統計局見学デー」を８月３日
～５日に開催しました。
３日には，オープンデータ推進の取組の一環として，
プログラミングを通じて統計データに親しんでもらう「子
どもプログラミング教室」を実施しました。今回は子供
向けのプログラミングキット「Studuino」を使用し，セ
ンサーに反応するロボットアーム（お手上げ太郎）を動
かすプログラミングを体験してもらいました。
また，４日及び５日には，統計局・統計センターにお
いて普段は見られない統計作成の現場を見学し，統計局
がどんな仕事をしているところなのかを知ってもらう「統
計局見学ツアー」や，実際に統計データを使ってグラフ
を作成し，データから分かることや統計的なものの見方
をグループ学習を通じて学んでもらう「夏休みの自由研
究をお手伝い」を実施しました。真剣にデータと向き合
う子どもたちの姿がとても印象的でした。
実施後のアンケートでは，「プログラミングのことがよ

く分かって勉強になった。実際に使ってみたい。」，「デー
タのまとめ方などを学習することができた。」，「自分で実
験して調べるのがとても楽しかった。」などの意見が寄せ
られ，多くの方々に「統計」を身近に感じてもらうきっ
かけとなりました。
また，７月 27 日及び 28 日には，小中学生を対象とし
た夏休みイベント「子ども霞が関見学デー」が開催され
ました。統計局ブースでは，統計データに関するクイズ
コーナーや「なるほど統計学園」の体験コーナーなどを
出展し，多くの方々に御来場いただきました。

「夏休みの自由研究をお手伝い」の様子「子どもプログラミング教室」の様子

「統計局見学ツアー」の様子「子どもプログラミング教室」の様子

「子ども統計局見学デー」及び「子ども霞が関見学
デー」の様子は，統計局ホームページ「なるほど統
計学園」にも掲載しておりますので，是非御覧くだ
さい。
http://www.stat.go.jp/naruhodo/c2kodomo.htm
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統計指導者講習会とは
国民の統計調査に対する協力意識を高めるためには，児童・生徒が統計に親しみ，統計の重要性や有用性をしっか
り理解することが重要です。このため，総務省政策統括官（統計基準担当）室では，指導に当たる教諭等を対象として，
統計データを用いた実践的な指導方法等を習得するための統計指導者講習会（中央研修）を平成３年から開催してい
ます。
これに加え，平成 26 年度からは講習会や出前授業の地方開催についても支援しており，教員，児童・生徒が統計
に触れる機会の拡充を図っています。
今回は，７月末に開催された統計指導者講習会（中央研修）の概要を紹介します。

「平成28年度統計指導者講習会（中央研修）」について

本年度の中央研修は，平成 28 年７月 25 日（月），26 日
（火）の２日間にわたって，全国から小・中学校及び高等
学校の教諭等 73 名の参加を得て，総務省第２庁舎で開催
しました。
中央研修の講義は「すぐに役立つ統計の教材とその活
用事例」をテーマとして，①次期教育課程における統計
教育の展開に係る基調講演，②統計教育教材の紹介，③
統計教育教材の活用方策，④都道府県統計主管課におけ
る統計教育の実践事例の紹介，⑤小・中学校教諭による
統計教育の実践事例の紹介に加え，⑥グループ討議によ
る統計教育教材を用いた学習指導案（授業計画，授業目
標及び展開方法）を作成し，教育現場ですぐに役立つ実
践的な内容となるよう努めました。

＜７月 25日（月）（第１日目）＞
○基調講演：「次期教育課程における統計教育の展開に
　ついて～求められる資質・能力と統計への期待～」

（講師：愛知教育大学准教授 　青山　和裕 氏）
初等中等教育における教育課程の基準等の在り方，学
習指導要領改訂の方向性，高大接続システム改革会議「中
間まとめ」等，包括的な教育の現状について説明され，
その中で，小・中・高等学校を通じた統計教育のイメー
ジ，内容等について講義されました。今後の統計指導を
展開する上でのポイントとして，統計的な表現を批判的
に解釈する力（統計的リテラシー），統計データからの知
識・情報の発見，協働的問題解決の３つを取り上げました。
具体的には，統計的リテラシーについては，ニュース報
道等における事例から，受講生と対話しながらその重要
性を説明され，統計データからの知識・情報の発見につ
いては，ビッグデータ利活用事例を説明され，協働的問
題解決については，データカードを利用し受講生６名程
度のグループによるワークショップ形式で協働的に問題
解決を図る実践的な取組を行いました。
最後に統計教育の充実に教師それぞれが取り組むこと
の重要性と期待を述べられ，講義を終えられました。

○「生徒のための統計活用～基礎編～」の紹介
（講師：慶應義塾大学大学院教授　渡辺　美智子 氏）
総務省政策統括官（統計基準担当）室で開発した統計
教育教材「生徒のための統計活用～基礎編～」について，
開発研究会メンバーとして開発を進めていただいた慶應
義塾大学大学院の渡辺教授から，教材の狙いや内容等に
ついて紹介していただくとともに統計教育の重要性につ
いて講義いただきました。

○「PPDACサイクルのキーポイントは公的統計の活用」
（講師：岐阜県環境生活部統計課　中西　善裕 氏）

「生徒のための統計活用～基礎編～」の執筆者でもある
岐阜県環境生活部統計課の中西課長補佐から，生徒の関心
が高い生活時間の特に「睡眠」をテーマにし，e-Stat の「社
会生活基本調査」からの統計データの入手方法，入手した
データを視覚化，様々な角度から比較・分析，課題発見，
自分自身の解決策を考える，といった過程をPPDACサイ
クルに当てはめ，身近な現象や課題を探求することにより，
生徒が自発的に生活リズムの見直しに努めることとなった
事例を紹介いただきました。また，「信頼性」，「入手のし
やすさ」，「関心の高さ」といった条件を満たした公的統計
を利活用することの重要性について講義いただきました。

「生徒のための統計活用～基礎編～」の紹介の様子

基調講演の様子
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○統計教育の実践事例
　「埼玉県の統計教室～県統計課の取組事例～」

（講師：埼玉県総務部統計課　瀬下　勉 氏）
埼玉県における統計教育の取組として，「夏休み親子統
計教室」及び「出前授業」について紹介されました。
特に夏休み親子教室では小学３・４年生とその保護者
を対象とし，座学だけでなく頭と手を使ってグラフやポ
スターを作成することで，調査項目の設計から調査の実
施，集計，データの表し方まで統計調査の一連の流れを
体験できる内容となっており，参加者から好評を得てい
るようです。

　「大阪府における教職員統計研修の紹介」
（講師：大阪府総務部統計課　岡村　茂雄 氏）

大阪府における統計教育の取組として，平成 26 年度か
ら実施している，実践的な統計教育の府内への普及に向
け教職員を対象とした研修や近畿ブロック統計指導者講
習会等について紹介されました。
教育現場において「統計教育とは何か？」，「どんな授
業をすればよいのか？」，「どんな教材を使用すればよい
か？」など，教職員が直面する基本的な疑問・問題を解
消し，実践的な統計教育の普及を目指した研修や統計教
育支援に向けた取組として統計グラフコンクール，統計
教育出前講座について説明されました。

＜７月 26日（火）（第２日目）＞
○班別討議・討議結果発表
「生徒のための統計活用～基礎編～」を利用した授業の
学習指導案について，受講者を９班（各班８～９名）に
分けて討議・作成しました。今後の統計教育の実践にす
ぐに活用できることもあり，１日目の講義内容や教育現
場における経験，日頃感じていること等をベースに，各
班ともに熱心な議論が行われました。
討議終了後は，班ごとに学習指導案を発表して受講者
全員で共有するとともに，慶應大学大学院の渡辺教授か
ら指導・助言をいただき，今後の実践に当たって工夫す
べき点や指導方法等について理解を深めました。

○教育現場での実践事例
　「古河市立大和田小学校の取組」
（講師：茨城県古河市立大和田小学校教諭　仲見川　康隆 氏）
茨城県古河市立大和田小学校は，全校児童 80 名の小規
模校でありながら，一人１台のタブレット端末を活用し
た授業を行っており，統計グラフコンクールへの作品応
募を目標とした「総合的な学習の時間」における実践指
導について報告いただきました。
統計グラフ作品を完成させるまでの一連の流れの中で，
課題設定，情報収集，考察，分析，表現などの問題解決
的な活動により得られる探究心や多様な考え方を持つ他
者と適切に関わり合い，社会に参画し貢献する資質や能
力及び態度の育成につながることから，統計グラフの作
成は非常に有効な手段であったことなど，総合的な学習
の時間における実践の成果について紹介いただきました。

　「統計グラフ指導者講習会」
（講師：茨城県八千代町立東中学校教諭　飯塚　浩 氏）
茨城県八千代町立東中学校は，第 63 回統計グラフ全国
コンクールにおいて総務大臣特別賞（特選）の受賞者を
輩出しました。これまで何度か知事賞や全国入選を果た
しましたが，過去の作品を分析し，試行錯誤を繰り返し
特選を受賞するまでの経緯について報告いただきました。
統計グラフに求められることについて分析し，特に，「伝
達する」ではなく「説得する」ためにはどうすればよい
かということに着眼したことや，テーマを八千代町の PR
に関連付けるなど，様々な工夫や御苦労された点につい
て紹介いただきました。

○今後の統計指導者講習会について
統計調査を巡る環境が厳しさを増す中，国民の統計へ
の関心と統計調査に対する理解を深めるためには，児童
生徒が統計の大切さを学び，興味を持ってもらうことが
重要です。そのためには，まず，指導に当たる教諭等が
統計に対する理解及び関心を深め，学習指導要領で強調
されている問題解決学習を実践的に行っていただく必要
があります。
今回の講習会においては，教材の紹介・活用方策，統
計教育に係る実践事例の紹介，グループ討議に学習指導
案の作成と，すぐに実践できる内容となるよう努めたと
ころですが，都道府県，関係府省，教育関係団体等とも
連携・協力し，引き続き研修の拡充や充実を図っていき
たいと考えています。
今回の講習会が，今後の統計教育の実践の一助となる
ことを期待しています。

班別討議の様子
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平成28年度統計研修受講記

統計基本課程「調査設計の基本」を受講して
横浜市政策局総務部統計情報課

データサイエンス・スクール
http://www.stat.go.jp/dss/

鈴木　康弘

データサイエンス・スクール 検索

私が所属する統計情報課では，大きく二つの事務を
担当しています。一つは基幹統計調査に係る事務，も
う一つは統計情報の整備提供です。
私は後者の事務に従事していますが，時折庁内の職
員から「今度，標本調査を実施したいと考えているが，
標本の数はどのくらい必要か，教えてほしい。」という旨
の問合せを受けます。私自身，調査設計の事務に携わっ
たことはなく，また専門書を読んでもよく分からず，結
局その種の問合せに答えることができません。「調査設
計の基本」の受講動機は，正にこの問合せに回答でき
るようにならねば，という思いによります。
当該研修で学習したことを簡単に紹介させていただき
ますと，まず，「統計調査」では，調査の必要性を明
確化するところから調査票を作成するまでの一連のプロ
セスを学習しました。各工程においては徹底的な議論を
行い，また，調査票の作成においては試験調査を行う
などして内容を精練していくことが重要と感じました。
「意識調査」では，「意識」を回答させるので，回答
者の正確な意識を得るためには質問の表現や掲載順に
ついて熟慮すべきであることを学びました。実例を交え
て解説していただいたので，理解しやすかったです。
「標本調査法」では，標本調査の意義や，標本の抽
出方法等について学習しました。私が知りたかった「標

本の数はどのくらい必要か」という問いについては，そ
れは「標本の抽出方法によって変わるものであり，調査
実施者が，標本誤差と許容誤差をどの程度に設定する
かによっても異なる」という結論に達しました。つまり，
調査実施者がその点を明確にしないと必要な標本の数
は求められないことが分かりました。
「演習」では，講義の内容を踏まえ，グループに分
かれて実際に調査設計を行いました。与えられたテーマ
で，いざ調査設計を開始すると，つい先ほどまで学習
したにもかかわらず，調査事項を思うようにまとめること
ができません。締切時間に追われつつ，何とか調査票
を完成することができましたが，発表時には，自分たち
が気付けなかった改良点を多々御指摘いただきました。
色々大変でしたが，演習があったことで講義の内容をよ
り深められたと思います。
私は，普段の事務で「統計を利用する」ことが多い
のですが，当研修を受講し，各種統計は「統計を作る（設
計，調査する）」方々の御苦労と，御回答いただく方々
の御協力の上にあると，改めて考えさせられました。
最後に，調査設計のポイントを分かりやすく，懇切丁寧
に御教授くださった諸先生方，当研修準備に従事され，
研修期間中も温かく見守ってくださった研修所事務職員の
皆様に，この場を借りて厚く御礼申し上げたいと思います。

統計力向上サイト「データサイエンス・スクール」は，パソコンやスマートフォンなどでデータの活用方法や統計
に関する知識を気軽に学べる学習サイトとして平成 26 年６月１日に開講しました。
この度，サイトをリニューアルしましたので，新たに追加した内容を御紹介します。

統計力向上サイト「データサイエンス・スクール」をリニューアル

１　「データ視覚化ワンポイントアドバイス」
データ視覚化ワンポイントアドバイスでは，「あなたがグ
ラフで描きたいのは何ですか？」の問いかけに答えていく
とあなたのプレゼンにピッタリのグラフが見つかります。
それぞれのグラフには，どういう場合に利用すると効果
的なのか，利用上の注意点等もあります。全部で 17 種類

のグラフにナビゲートしますので，是非，御利用ください。

２　「話題の数字」
会話のきっかけにも使える統計に裏付けられた読みも
のです。今，話題の数字を分かりやすく解説します。
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いわき　ステキ　半世紀
中核市発とうけい通信㉕

いわき市総合政策部政策企画課
１　市の沿革～石炭産業から製造業・観光業へ
本市は，エネルギー革命の進展により，石炭産業に代
わる新産業の育成が課題であったことから，昭和 39 年に
「常磐・郡山地区」として新産業都市の指定を受けました。
その後，昭和 41 年，「和を以

もっ

て貴しとなす（以（い）和（わ）
貴（き））」の精神のもと，14 市町村が大同合併し，本市
が誕生しました。面積は約1,200㎢と東京23区の約２倍で，
当時としては日本一広い面積の市でした （現在は市の中
で 12 位）。
合併後，工業団地や道路・港湾などの産業基盤の整備
と企業誘致を積極的に進めました。その結果，石炭産業
から製造業へのシフトが順調に推移し，平成７年には製
造品出荷額等の東北第１位（平成 26 年 12 月 31 日現在は
9137 億円で東北第２位）になるなど，我が国有数の工業
都市へと成長しました。
また，本市が誇る観光資源の一つに「スパリゾートハ
ワイアンズ」があります。採炭会社から日本初の温泉テー
マパークへの転換により，映画「フラガール」に描かれ
たように，本市は観光業による再生も果たしました。

２　震災後初の国勢調査～全数調査の意義を再認識～
地域産業の構造転換を進めた結果，本市の人口は，緩
やかに増加しましたが，平成 10 年以降は，少子化などの
影響により減少傾向に転じました。
このような中，平成 23 年３月，東日本大震災と福島第
一原子力発電所の事故が発生しました。震災に伴い 464
人（平成 28 年 8 月現在）の方が亡くなったほか，転出者
が 12,508 人と常磐炭鉱閉山時のピーク時の 18,421 人に次
ぐ人口流出をもたらしました。その結果，平成 23 年 10
月の人口の前年比純減数は，8,028 人と過去最大となりま
した。
一方，原発事故に伴い，住民票を異動していない市外
からの長期避難者が，現在も仮設住宅や民間の集合住宅
などで生活しています。当初，正確に把握することが困
難であったその実態については，震災後初となる平成 27
年国勢調査によって明らかとなり，全数調査の意義を改
めて認識したところであります。速報集計結果では，本
市の人口は 349,344 人となり，人口の前年比純増数は
23,251 人と過去最大を記録しました。

３　復興から創生へ～更なる 50年に向けて～
震災後，本市は，国内はもとより全世界から様々な御
支援を頂きながら復興を進めています。これまで，防災
集団移転促進事業における住宅団地の引渡しがおおむね
完了し，災害公営住宅が全て入居可能となるなど，被災
者の生活基盤の再建にめどが立ってきました。これまで
の皆様からの御厚情に改めて感謝申し上げます。

また，昨年５月に福島県内初の国際首脳会議となった
「第７回太平洋・島サミット」が，本年８月に「第３回
WBSC U-15 ベースボールワールドカップ 2016 in いわき」
が行われるなど，本市の復興を世界に向けて発信してい
るところです。
そして，本年 10 月には市制施行 50 周年を迎えます。
シンボルフレーズ「いわき　ステキ　半世紀」のもと，「50
周年，50 の記念事業」と銘打ち，様々な記念事業を展開
中です。また，10 月 27 日には全国 47 の中核市の市長が
一堂に会する「中核市サミット」が開催されます。復興
から創生へ，更なる 50 年に向けて力強く歩み出している
本市を是非御覧いただければと存じます。

第７回太平洋・島サミットでの記念撮影本市の人口動態の推移（平成 28 年 3月現在）

震災直後と現在の状況（国道６号線四倉港付近）
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最近の数字

統計関係の主要日程（2016 年９月～ 10月）

人　口 労　働・賃　金 産　　業 家計（二人以上の世帯） 物　　価

総人口
（推計による人口） 就業者数 完全失業率

（季節調整値）
現金給与総額
（規模30人以上）

鉱工業
生産指数

（季節調整値）

サービス産業
の月間売上高

1世帯当たり
消費支出

1世帯当たり
可処分所得

（うち勤労者世帯）

消費者物価指数

全国 東京都区部
千人（Pは万人） 万人 ％ 円 Ｈ22＝100 兆円 円 円 Ｈ27＝100 Ｈ27＝100

実
数

H28. 3 126,963 6339  3.2 313,419  96.7  35.8 300,889 369,306  99.7  99.9 
4 P12698 6396  3.2 305,460  97.2 P27.6 298,520 388,135  99.9  100.0 
5 P12696 6446  3.2 301,484  94.7 P27.4 281,827 313,379  100.0  100.0 
6 P12696 6497  3.1 528,559  96.9 P28.8 261,452 589,676  99.9  99.8 
7 P12699 6479  3.0 P427,382 P96.9 … 278,067 468,137  99.6  99.5 
8 P12700 …  … … … … … … … P99.6 

前
年
同
月
比

％ ポイント ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％
H28. 3 － 0.3 ＊ 　－0.1  2.0 ＊ 　　3.8 0.2 －5.3 1.3 0.0 0.1 

4 － 0.9 ＊ 　　0.0 0.1 ＊ 　　0.5 P　0.2 －0.4 1.2 －0.3 －0.3 
5 － 0.7 ＊ 　　0.0 0.2 ＊ 　－2.6 P－0.7 －1.1 －3.9 －0.5 －0.5 
6 － 1.1 ＊ 　－0.1 2.3 ＊ 　　2.3 P　0.2 －2.3 1.8 －0.4 －0.4 
7 － 1.5 ＊ 　－0.1 P1.4 ＊P   　0.0  － －0.5 －0.4 －0.4 －0.4 

（注）Ｐ：速報値　＊：対前月
家計（二人以上の世帯）の前年同月比は実質値
総人口は平成27年国勢調査人口速報集計を基準とした値
消費者物価指数は平成27年基準に切替えた値

時　期 概　　要

９月２日 小売物価統計調査（ガソリン）平成28年８月分公表

６日 家計消費状況調査（支出関連項目：平成28年７月分速報）公表

９日 Statistical Handbook of JAPAN 2016　刊行

13日 家計調査（家計消費指数：平成28年（2016年）７月分）公表

〃 家計消費状況調査（支出関連項目：平成28年７月分確報）公表

中旬 統計トピックス「統計からみた我が国の高齢者（65歳以上）－「敬
老の日」にちなんで－」公表

20日 人口推計（平成28年４月１日現在確定値及び平成28年９月１日現
在概算値）公表

26日 住民基本台帳人口移動報告（平成28年（2016年）８月分）公表

30日 労働力調査（基本集計）平成28年（2016年）８月分（速報）公表

〃 家計調査（二人以上の世帯：平成28年（2016年）８月分速報）公表

〃 消費者物価指数（全国：平成28年（2016年）８月分，東京都区部：
平成28年（2016年）９月分（中旬速報値））公表

〃 小売物価統計調査（全国：平成28年（2016年）８月分，東京都区部：
平成28年（2016年）９月分）公表

〃 サービス産業動向調査（平成28年７月分速報）公表

〃 サービス産業動向調査（平成28年４月分確報）公表

月内 小売物価統計調査（構造編）平成27年分公表

10月７日 小売物価統計調査（ガソリン）平成28年９月分公表

〃 家計消費状況調査（支出関連項目：平成28年８月分速報）公表

14日 家計調査（家計消費指数：平成28年（2016年）８月分）公表

〃 家計消費状況調査（支出関連項目：平成28年８月分確報）公表

≪会議及び研修関係等≫
時　期 概　　要

10月４日 統計研修　特別コース「１日で学ぶ標本設計」開講

６日 統計研修　統計専門課程「産業連関表の作成」開講（～７日）

11日 第102回統計委員会

12日 通信研修　「入門１スクーリング（10月）」開講（～ 13日）

15日 統計データ・グラフフェア（～ 16日）

25日 統計研修　統計専門課程「政策と統計」開講（～ 28日）

時　期 概　　要

10月20日 人口推計（平成28年５月１日現在確定値及び平成28年10月１日現
在概算値）公表

28日 労働力調査（基本集計）平成28年（2016年）９月分（速報）及び平成
28年（2016年）７～９月期平均（速報）公表

〃 家計調査（二人以上の世帯：平成28年（2016年）９月分速報）公表

〃 家計調査（貯蓄・負債編：平成28年（2016年）４～６月期平均速報）
公表

〃 消費者物価指数（全国：平成28年（2016年）９月分，東京都区部：
平成28年（2016年）10月分（中旬速報値））公表

〃 小売物価統計調査（全国：平成28年（2016年）９月分，東京都区部：
平成28年（2016年）10月分）公表

31日 住民基本台帳人口移動報告（平成28年（2016年）９月分）公表

〃 サービス産業動向調査（平成28年８月分速報）公表

〃 サービス産業動向調査（平成28年５月分確報）公表

月内 平成27年国勢調査　人口等基本集計結果公表

時　期 概　　要

９月１日 オンライン講座　「初めて学ぶ統計－公務員のためのオンライン
講座－」開講（～ 10月31日）

７日 統計研修　本科（総合課程）開講（～ 12月９日）

14日 地域分析実務研修

29日 統計研修　特別コース「統計解析ソフト「Ｒ」の基礎」開講

〃 第101回統計委員会

≪調査結果の公表関係≫

統計調査ニュース No.358

平成28年（2016）9月10

mailto:y-teikyou1@soumu.go.jp
http://www.stat.go.jp



